
第46期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

新株予約権等に関する事項
会計監査人の状況

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

株式会社の支配に関する基本方針
連結株主資本等変動計算書

連 結 注 記 表
株主資本等変動計算書
個 別 注 記 表

上記事項につきましては、法令及び当社定款の規定にしたがって、当社ウェブサイト
https://www.heliostec-hd.co.jpに掲載することにより、株主の皆さまに提供しております。
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１．新株予約権等に関する事項
（1）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

該当事項はありません。
（2）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付された新株予約権の状況

該当事項はありません。

２．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

仰星監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 報酬等の額

29,800千円
② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額

29,800千円
（注）１．当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監

査人の監査の実施状況、監査計画及び報酬見積の相当性などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬
額につき会社法第399条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の額を
区分しておらず、かつ、実質的にも区分できないことから、上記①の金額はこれらの合計額で記載してお
ります。

（3）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合に、

会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる
場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定し
た監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を
報告いたします。

３．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務
の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
当社は、2006年５月12日開催の取締役会において会社法第362条第４項第６号及び会社法施行規
則第100条に基づき、業務の適正を確保するための体制整備に向けた基本方針を決定し（2009年５
月１日開催の取締役会にて一部改定）、その適切な運用に努めております。
その内容は以下のとおりであります。

（1）業務運営の基本方針
当社グループは、顧客に選ばれる、高性能かつ高品質の「光」をベースにした独自製品の「もの
づくり」にこだわり、一芸に秀でた持続的成長性のある研究型企業を追求し、もって株主・従業
員・取引先及び地域社会に貢献する開かれた会社の実現を目指します。
当社としてこの使命を達成するためには、
① コーポレートガバナンスの確立
② 事業活動に関わる法令、定款、企業倫理等の遵守
③ リスクに対する的確かつ迅速な対応
④ 信頼性のある財務及び事業活動状況の適時適切な情報開示
⑤ 業務の有効性及び効率性の確立
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⑥ 反社会的勢力による不当要求への毅然とした態度及び、取引関係の排除を経営の基本に据えた
「内部統制の仕組み」を構築するとともに継続的にその機能強化に努めます。

（2）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 当社は、社長を委員長とする「内部統制委員会」において、内部統制システムの構築・維持・
向上並びに内部統制に係る重要事案について審議し、取締役会に報告する。

② 当社グループは、コンプライアンスに関する規範体系を明確にし、また、取締役及び従業員が
それぞれの立場でコンプライアンスを自らの問題として捉え、業務運営にあたる心構え、指針と
具体的な順守事項を規定した「コンプライアンス規程」に従い行動する。

③ 当社統括管理部がコンプライアンスに係る業務を担当し、一定の重要事項の決定について、社
内外の専門部署と連携を図り、事前に違法性等を検証する体制をとり、更に徹底した運営を図
る。
④ 法令違反その他のコンプライアンス違反の未然防止及び早期発見、是正を図るため、「相談・
通報制度」に基づき当社グループの全ての役職員が利用できる内部通報窓口を設置する。

⑤ 会社は通報内容を秘守し、通報者に対して不利益な扱いを行わない。

（3）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 「取締役会規程」、「監査役会規則」、「インサイダー情報管理規程」、「文書管理規程」、「情報セ
キュリティ管理規程」に基づき、各種文書、帳票並びに情報について、適切に作成、保存、管理
する。
② 電磁的な情報は、ファイアーウォールを施したサーバーに一元的にファイルされ、定期的にデ
ータのバックアップを行う。

③ 個人情報の管理については、「個人情報管理規程」に従い統括管理部が主管する。
④ 取締役及び監査役は、常時これらの文書等を閲覧できる。

（4）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 「リスク管理規程」に従い、不測の事態が発生した場合、損害・影響額を最小限に留める迅速
な対応体制を整備する。
② 当社及び当社グループは、社長の指示に従い、定期的にリスクの洗い直し及び評価を行い、リ
スクの回避・軽減・転嫁・保有等の対応策を検討し実施する。

③ 当社は、当社グループのリスク管理を担当する部署として、当社統括管理部において、リスク
マネージメント推進にかかる課題の抽出と対応策の進捗管理を行い、年２回グループ会社より報
告を義務付ける。
④ 重要なリスクが発生又はその恐れが生じた場合は、「内部統制委員会」を開催して対応策を検
討・審議し、損失の防止及び収益の保全、再発防止等危機管理にあたる。

⑤ 内部監査室（グループ会社を含む）が各部門の往査を行うにあたっては、常にリスク管理の視
点から監査を行い、リスク管理の徹底を図る。
⑥ 取締役又は監査役から閲覧の要請があった場合には、速やかに対応する。

（5）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 当社グループは、取締役会の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、「取締役会
規程」、「稟議規程」、「組織規程」、「業務分掌規程」等を常に見直し、整備し運用する。
② 当社グループは、取締役会を定期開催するほか、適宜臨時の取締役会を開催し、活発な意見の
交換によって活性化した取締役会を運営して、迅速な経営意思の決定と効率的な業務執行を行
う。
③ グループ会社においては、社長の諮問機関として、取締役、監査役及び部長をもって構成する
「経営会議」の運営を充実し、その審議内容を取締役会に反映して、的確な執行決定を徹底する。
また、その報告を義務付ける。
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（6）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 当社の「コンプライアンス規程」をグループ会社に準用し、当社と一体となったコンプライア
ンス体制を確立する。

② グループ会社にコンプライアンス担当部署を置き、当社統括管理部との連携を密にするととも
に、「内部統制委員会」にも関与させて、グループ全体のコンプライアンスの統括・推進の一翼
を担わせる。
③ グループ会社の経営は、自主性を尊重するが、年度事業計画の策定、月次決算の報告及び重要
事案の事前協議を行い、グループ会社の事業内容の的確な把握を行う。
④ 当社は、月１回、当社及びグループ会社の取締役が出席するグループ会社が開催する経営会議
で、重要な事象が発生した場合に報告を義務付ける。
⑤ 当社の相談・通報体制をグループ会社に準用して運用する。
⑥ 内部監査室は、グループ各社の内部監査室と連携し、各社の内部監査結果の報告を収集しその
結果を当社監査役へ報告する。

（7）監査役のその職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効
性の確保に関する事項等
① 現在は、監査役の職務を補助すべき従業員はいないが必要に応じて監査役補助者の任命、解
任、人事異動等について、監査役会の同意を得て、取締役会が決定する。なお、監査役補助者は
業務執行の業務を兼務せず、もっぱら監査役の指揮命令に従わなければならない。

② 内部監査室（グループ会社を含む）は監査役と共同監査等を行い、監査の効率性及び監査の質
の向上を図る。

（8）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
① 取締役及び従業員は、法令違反及び会社に損害を及ぼす恐れがある事実を発見した場合のほ
か、内部監査（グループ会社を含む）の実施状況、コンプライアンスに関する事項については、
すみやかに監査役に報告することを徹底する。
② 監査役は、取締役会のほか、必要に応じて業務の執行状況を把握するために諸会議（グループ
会社を含む）に出席するほか、稟議書、契約書等の重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役そ
の他から説明を求める。
③ 監査役及び監査役会が、法令及び監査役監査基準に従って、業務及び財産の状況に関して報告
を求めた場合は、遅滞なくその内容を報告するほか、社内通報を含め、監査役への適切な報告体
制を確保する。
④ 監査役に報告を行ったことを理由として、不利益な取り扱いを受けないこととし、適正に対応
する。

（9）監査役の職務の遂行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行につ
いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
① 監査役の職務執行上必要と認められる費用については予算化し、その前払い等の請求があると
きは当該請求が適正でない場合を除き、速やかにこれに応じることとする。

② 緊急又は臨時に支出した費用については、事後の償還請求に応じる。

（10）監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役会が決定した監査基準及び監査実施計画を尊重し、円滑な監査の実施及び監査環境の整
備に協力する。

② 会計監査人から会計監査の結果について報告を受けるなど連携を密にすることに取締役が協力
する。
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（11）反社会的勢力排除に向けた体制
① 国が示した「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」また、日本経団連がまと
めた「企業行動憲章」を基本姿勢とし、反社会的勢力に対して屈することなく法律に則して対応
することや、各関連規程の充実及び周知徹底を図り当社及びグループ会社の啓発に努める。
② 当社統括管理部を対応部署とするが、同部門に一任せず会社全体で対応することとしている。

（12）財務報告の信頼性を確保するための体制
当社は、当社及びグループ会社の財務報告の信頼性を確保するため、「財務報告に係る内部統制
システム構築のための基本方針」を制定するとともに、金融商品取引法に基づく内部統制システム
の構築を行い、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を行うとともに、
金融商品取引法及びその他関係法令等への適合性を確保する体制を整備し運用する。

（業務の適正を確保するための体制の運用状況）
「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）及び「会社法施行規則等の一部を改正
する省令」（平成27年法務省令第６号）が2015年５月１日に施行されたことを踏まえ、2015年
６月24日開催の取締役会において内部統制システムに関する基本方針の一部を改定し、コンプラ
イアンス規程等の各種規則の継続的な整備、運用を行っております。

４．株式会社の支配に関する基本方針
当社は定めておりません。
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連結株主資本等変動計算書

（2021
2022

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで） （単位：千円）

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

2021 年 ４ 月 １ 日 残 高 2,133,177 2,568,397 9,277,183 △1,173,730 12,805,027
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － － △126,832 － △126,832

親会社株主に帰属する当期純利益 － － 414,578 － 414,578

自 己 株 式 の 処 分 － 1,126 － 3,373 4,499
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － 1,126 287,745 3,373 292,245
2022 年 ３ 月 31 日 残 高 2,133,177 2,569,524 9,564,929 △1,170,357 13,097,273

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証

券評価差額金
その他の包括
利益累計額合計

2021 年 ４ 月 １ 日 残 高 216,489 216,489 13,021,516
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △126,832
親会社株主に帰属する当期純利益 414,578
自 己 株 式 の 処 分 4,499
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 108,524 108,524 108,524

連結会計年度中の変動額合計 108,524 108,524 400,769
2022 年 ３ 月 31 日 残 高 325,013 325,013 13,422,286
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社の数 ４社
連結子会社の名称 フェニックス電機株式会社

株式会社ルクス
ナカンテクノ株式会社
株式会社リードテック

（２）非連結子会社の数
及び名称

該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等
以外のもの

時価法（評価差額は部分純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
② 棚卸資産 評価基準は、原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に

よっております。
評価方法は、ランプ事業においては総平均法を、製造装置事業に

おいては個別法を採用しております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附
属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設
備及び構築物については、定額法）によっております。

② 無形固定資産 定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法によっております。
③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって
おります。
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（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支払いにあてるため、当連結会計
年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

③ 製品保証引当金 製品の無償保証期間における修理・交換等に要する費用に備える
ため、過去の売上原価に対する当該費用の発生割合に基づく保証費
用見込額を計上しております。

④ 工事損失引当金 工事契約に基づく取引のうち、連結会計年度末において受注額を
上回る工事原価の見積もりとなるものについて、損失見込額を計上
することとしております。

（4）重要な収益及び費用の計上基準
① ランプ事業

各種ランプの製造販売等を行っており、これらについては、当該製品の支配が顧客に移転した
時点で履行義務が充足されると判断しており、当該製品の引渡時点で収益を認識しております。
ただし、国内販売では、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期
間である場合には、出荷時に収益を認識しております。また、輸出販売では、主にインコターム
ズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転した時に収益を認識しております。

② 製造装置事業
各種製造装置の製造販売等を行っており、これらについては、顧客との契約に基づき履行義務
を識別し、顧客先に据付け動作を確認した時点及び動作確認後の顧客先での調整及び立会業務が
完了した時点、又は顧客先が検収した時点に一括で履行義務が充足された場合に区分して収益を
認識しております。なお、物品の輸出販売においては、当該製品の支配が顧客に移転した時点で
履行義務が充足されると判断し、当該製品の引渡時点で収益を認識しており、主にインコターム
ズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転した時に収益を認識しております。

（5）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
① 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
② 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社及び一部の国内連結子会社は、翌連結会計年度から、連結納税制度からグループ通算制度
へ移行することとなります。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８
号)において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単
体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行
に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の
取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018
年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前
の税法の規定に基づいております。
なお、翌連結会計年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方
法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場
合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）を適用する
予定であります。
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（会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更）
１．収益認識に関する会計基準等の適用
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基
準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転
した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしてお
ります。
これにより、従来、顧客先に据付け動作を確認した時に収益を認識していた製造装置の販売に関し

て、動作確認後の顧客先での調整及び立会業務については別個の履行義務として収益を認識すること
としました。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響
額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用してお
ります。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前ま
でに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用
しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当連結会計年
度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づ
き、会計処理を行い、その累積的影響額を当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減しております。
この結果、当連結会計年度の売上高は408,345千円減少し、売上原価は229,443千円減少し、営
業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ178,901千円減少しております。なお、
利益剰余金の当連結会計年度の期首残高への影響はありません。
収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に
表示していた「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に
含めて表示し、また、「流動負債」に表示していた「前受金」は、当連結会計年度より「契約負債」
に含めて表示することとしました。
２．時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計
基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に
関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに
従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしておりま
す。なお、連結計算書類に与える影響はありません。
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（会計上の見積りに関する注記）
１．営業債権の評価の妥当性
（1） 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 2,821,976千円
（2） 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

営業債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
製造装置事業における海外の得意先に対する営業債権は現地の業界の動向や商慣習の影響を受

け、平均回収期間が長いため、内規に基づき貸倒懸念債権等と判断した営業債権の回収可能額の見
積もりに変更が生じる可能性があります。このような場合、翌連結会計年度に係る連結計算書類に
おいて認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

２．棚卸資産の評価の妥当性
（1） 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 1,947,472千円
（2） 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

棚卸資産の評価基準は、原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっており、簿価と
期末日以降に発生する原価（以下、「将来発生原価」という。）の見積額が正味売却価額を上回る棚
卸資産の簿価を正味売却価額まで切下げるとともに、正常な営業循環から外れた滞留棚卸資産の簿
価を規則的に切下げております。また、受注に基づく生産開始後に、得意先の倒産等により注文が
取り消される場合には、仕掛品の販売可能性を個々に評価し、正味売却価額を見積っております。
過去の実績等に基づき将来発生原価及び正味売却価額を見積っておりますが、見積額が実際の将

来発生原価の額や正味売却価額と乖離する、経営環境や市場の需給変化を踏まえ規則的な切り下げ
の内規を改定するなど、簿価切下げ額の見積りに変更が生じる可能性があります。このような場
合、翌連結会計年度に係る連結計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があり
ます。

（連結貸借対照表に関する注記）
１．担保に供している資産

該当事項はありません。

２．有形固定資産の減価償却累計額 5,427,646千円

３．減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

４．顧客との契約から生じた債権の残高及び契約資産の残高は、それぞれ以下のとおりです。
受取手形 49,984千円
売掛金 2,112,948千円
電子記録債権 168,507千円
契約資産 452,534千円
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（連結損益計算書に関する注記）
１．売上高のうち、顧客との契約から生じる収益の額 8,952,482千円

２．事業整理損
製造装置事業における一部の事業の撤退を決定したことに伴う損失であり、その内訳は、棚卸資産評

価損11,033千円、減損損失12,670千円です。
なお、減損損失の内容は、次のとおりであります。

場所 主な用途 種類 減損損失（千円）

兵庫県姫路市 事業用資産 機械装置 12,670
当社グループは、事業用資産については経営管理上の事業区分を基準にしてグルーピングを行ってお

ります。
上記事業用資産について、収益性が低下したため、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を

減損損失（12,670千円）として特別損失に計上しております。その内訳は、機械装置12,670千円で
あります。
なお、回収可能額は正味売却価額により測定しておりますが、他への転用や売却が困難であることか

ら、備忘価額により評価しております。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び株式の総数

普通株式 22,806,900株

２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の
総額（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2021年６月22日
定時株主総会 普通株式 126,832 7.00 2021年３月31日 2021年６月23日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の
種類 配当の原資 配当金の

総額（千円）
１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2022年６月22日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 145,059 8.00 2022年３月31日 2022年６月23日

３．当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び数
該当事項はありません。
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして銀行借入により、必要な資金を調達しております。一
時的な余資が発生した場合には定期預金等、安全性の極めて高い金融資産で運用しております。
なお、当社グループでは、グループ各社の自主独立を基本とし、資金面においても同様に、グル
ープ各社は外部からの調達又は当社からの調達を選択できるものとし、また当社はグループ全体の
資金管理並びに与信面で扶助することによりグループ全体の財務の安定を図るため、グループ金融
規程を定めて対応しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
受取手形及び売掛金、電子記録債権は、営業債権であり、顧客の信用リスクにさらされておりま
す。そのため、当該リスクに関し、当社グループ各社の与信管理規程に従い、取引先ごとの与信限
度額の設定及び回収期日と残高の管理を行っております。
また、一部の顧客に対して外貨建債権が存在し、為替変動リスクにさらされております。為替相
場の状況については毎月把握され、経営会議において報告されております。
投資有価証券は、取引先との事業関係上保有している株式であり、上場株式については市場価格
の変動リスクにさらされているため、四半期末ごとに時価等の把握を行っております。
支払手形及び買掛金、電子記録債務は、営業債務であり、いずれも１年以内の支払期日でありま
す。
一部の仕入先に対して外貨建債務が存在し、為替変動リスクにさらされております。為替相場の

状況については毎月把握され、経営会議において報告されております。
借入金は短期のものは主として運転資金、長期のものは主として設備資金であります。短期借入
金については、金利変動リスクにさらされておりますが、短期間に決済されるものであり、金利変
動リスクは低いと判断しております。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格が存在しない場合には合理的に算
定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異
なる前提条件等を採用することにより当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりで
あります。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額 時価 差額

投資有価証券
その他有価証券 691,010 691,010 ―

資産計 691,010 691,010 ―
長期借入金 187,566 187,576 10

負債計 187,566 187,576 10
（※1）現金及び預金、受取手形及び売掛金、電子記録債権、支払手形及び買掛金、電子記録債務、短期借入金につい

ては、現金であること、及び短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載
を省略しております。
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ
ベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当

該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価

の算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ
れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま
す。

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券 691,010 ― ― 691,010

資産計 691,010 ― ― 691,010

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 ― 187,576 ― 187,576
負債計 ― 187,576 ― 187,576

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベ

ル１の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在
価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（賃貸等不動産に関する注記）
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

報告セグメント
合計

ランプ事業 製造装置事業 計

日本 1,319,693 1,649,917 2,969,610 2,969,610

中国 646,821 2,624,801 3,271,622 3,271,622

アジア（中国を除く） 455,388 2,232,338 2,687,726 2,687,726

その他 20,936 2,586 23,522 23,522

顧客との契約から生じる収益 2,442,839 6,509,642 8,952,482 8,952,482

外部顧客への売上高 2,442,839 6,509,642 8,952,482 8,952,482

２．収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関す
る注記等） ４. 会計方針に関する事項 (4)重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであり
ます。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 2,380,889

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 2,331,440

契約資産（期首残高） 720,071

契約資産（期末残高） 452,534

契約負債（期首残高） 146,197

契約負債（期末残高） 335,622

（2）残存履行義務に配分した取引価格
当連結会計年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は、335,622千円であり、

当社グループは、当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて概ね１年の間で収益を認識
することを見込んでいます。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 740円24銭
２．１株当たり当期純利益 22円87銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
新型コロナウイルス感染症の影響について
新型コロナウイルス感染症について、現時点において収束時期を合理的に予測することは困難で
ありますが、当社グループは外部の情報等を踏まえて、今後も一定期間にわたり当該影響が継続す
るものと仮定し、会計上の見積りを行っております。しかしながら、新型コロナウイルスの感染拡
大による影響は不確定要素が多く、当社グループの財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があ
ります。
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株主資本等変動計算書

（2021
2022

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで） （単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰
余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

2021 年 ４ 月 １ 日 残 高 2,133,177 2,563,867 4,530 2,568,397 14,025 3,786,711 3,800,736
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － － － － － △126,832 △126,832
当 期 純 利 益 － － － － － 145,018 145,018
自 己 株 式 の 処 分 － － 1,126 1,126 － － －
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額）

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － 1,126 1,126 － 18,185 18,185
2022 年 ３ 月 31 日 残 高 2,133,177 2,563,867 5,657 2,569,524 14,025 3,804,896 3,818,921

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

2021 年 ４ 月 １ 日 残 高 △ 1,173,730 7,328,580 216,489 216,489 7,545,069
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － △126,832 △126,832
当 期 純 利 益 － 145,018 145,018
自 己 株 式 の 処 分 3,373 4,499 4,499
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額） 108,524 108,524 108,524

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 3,373 22,685 108,524 108,524 131,209
2022 年 ３ 月 31 日 残 高 △ 1,170,357 7,351,265 325,013 325,013 7,676,279
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
（1）資産の評価基準及び評価方法

有価証券
子会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等
以外のもの

時価法（評価差額は部分純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設
備及び構築物については、定額法）によっております。

② 無形固定資産 定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（3）引当金の計上基準
賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支払いにあてるため、当事業年度

に負担すべき支給見込額を計上しております。
（4）収益及び費用の計上基準
純粋持株会社として、関係会社の経営管理、コンサルティング並びにそれに付随する業務を行って
おり、関係会社への契約内容に応じた受託業務を提供することを履行義務と認識し、業務が完了した
時点で収益を認識しております。

（5）その他計算書類の作成のための基本となる事項
① 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
② 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなります。た
だし、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設されたグループ
通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項
目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する
取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係
る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを
適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいておりま
す。
なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人

税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の
会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）を適用する予定
であります。
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（会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更）
１．収益認識に関する会計基準等の適用
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基
準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した
時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしておりま
す。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額
を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりま
す。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前
の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しており
ません。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当事業年度の期首より
前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理
を行い、その累積的影響額を当事業年度の期首の利益剰余金に加減しております。
この結果、当事業年度の損益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高への影響
はありません。

２．時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計
基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関す
る会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従っ
て、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。
なお、計算書類に与える影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
該当事項はありません。

（貸借対照表に関する注記）
１．担保に供している資産
該当事項はありません。

２．有形固定資産の減価償却累計額 793,500千円
３．減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 258,491千円
短期金銭債務 37,389千円

５．保証債務
子会社の取引先への契約義務に関する銀行保証及び金融機関からの借入債務に対して保証を行って
おります。
保証金額 242,922千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引
営業取引 377,417千円
営業取引以外の取引 165,717千円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数
普通株式 4,674,441株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
関係会社株式評価損 286,783千円
繰越欠損金 25,583千円
長期未払金 6,465千円
株式報酬費用 3,597千円
その他 10,036千円
繰延税金資産小計 332,466千円
評価性引当額 △322,903千円
繰延税金資産合計 9,562千円

繰延税金負債
関係会社株式売却益 △33,988千円
その他有価証券評価差額金 △143,440千円
繰延税金負債合計 △177,428千円
繰延税金資産（負債）の純額 △167,866千円

（関連当事者との取引に関する注記）
子会社及び関連会社等
属性 会社等の名称 議決権等の所有

（被所有）割合
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社

フェニックス電機
株式会社

所有
直接
100.0％

資金の貸付
経営指導及び
業務受託
役員の兼任
設備の賃貸
業務委託

設備の賃貸 34,240 未収入金 3,138
業務受託及び
経営指導（※１） 143,587 未収入金 13,145

資金の貸付（※２）
資金の回収

―
250,000 ― ―

利息の受取（※２） 102 ― ―
業務委託 2,400 未払金 220
連結納税に係る
個別帰属額 14,738 未払金 14,738

株式会社ルクス
所有
間接
100.0％

役員の兼任
設備の賃貸

設備の賃貸 1,921 未収入金 176
連結納税に係る
個別帰属額 825 未払金 825

ナカンテクノ
株式会社

所有
直接
100.0％

資金の貸付
経営指導及び
業務受託
役員の兼任
設備の賃貸
業務委託
債務保証

設備の賃貸 4,763 未収入金 427
業務受託及び
経営指導（※１） 230,130 未収入金 21,208

資金の貸付（※２）
資金の回収

―
200,000 ― ―

利息の受取（※２） 167 ― ―
業務委託 1,300 ― ―
連結納税に係る
個別帰属額 220,162 未収入金 220,162

債務保証（※３） 242,922 ― ―

株式会社
リードテック

所有
間接
100.0％

役員の兼任
設備の賃貸

設備の賃貸 383 未収入金 35
連結納税に係る
個別帰属額 21,520 未払金 21,520

取引条件及び取引条件の決定方針等
（※１）業務受託料及び経営指導料は、当社グループの規程に基づき、グループ運営費用を均等又は各子会社の事業規模に応じ負担割合を設定

し受取っております。
（※２）子会社に対する資金の貸付については、当社グループの規程に基づき、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
（※３）子会社の取引先への契約義務に関する銀行保証及び金融機関からの借入債務に対して保証を行っております。
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（収益認識に関する注記）
収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「（重要な会計方針に係る事項に関する注記） (4)収益
及び費用の計上基準」に記載の通りであります。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 423円34銭
２．１株当たり当期純利益 8円00銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
新型コロナウイルス感染症の影響について
新型コロナウイルス感染症について、現時点において収束時期を合理的に予測することは困難で
ありますが、当社は外部の情報等を踏まえて、今後も一定期間にわたり当該影響が継続するものと
仮定し、会計上の見積りを行っております。しかしながら、新型コロナウイルスの感染拡大による
影響は不確定要素が多く、当社の財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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